
１．は　じ　め　に

　本稿は、近代中国華北地域における在来織物業

（土布業）の発展過程の分析を通じて、その発展過

程には、近代日本と同様に「在来的経済発展」と

も称される発展論理が包含されていることを究明

することを課題としている。

　近代中国の工業化と経済発展が着実に進んでい

たことについては、近年、各国の中国経済史研究

者の間でほぼ共通の認識が形成されてきている１）。

また、そのなかで、近代中国経済の発展過程にお

ける手工業部門の比重と役割の大きさから、手工

業と近代工業の分業・協調の側面を重視して、工

業化過程を支える手工業の役割を積極的に評価す

る研究が急速に進められるようになっている２）。

こうして近代中国経済に手工業が広範に含まれて

いたことが共通の理解となっているなかで、中国

手工業がどのような展開論理を有していたのかに

関する考察が、近代中国における経済発展の条件、

要因及び地域的特質をより鮮明にとらえうること

に意義があるにもかかわらず、いまだに不十分の

まま残されている。

　こうした問題意識から検討を進める際に、重要

な論点と示唆を与えてくれるのは日本在来産業史

研究で近年、広く受け入れられている「在来的経

済発展」論である。「在来的経済発展」論は、谷本
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雅之氏による日本在来織物業研究のなかで提起さ

れたものである３）。それは工場制工業の形成・展開

に帰結するような経済発展の過程とは区別される

経済発展パターンであり、具体的には、�在地商

人の成長、�小農家族の戦略、�問屋制家内工業

によって支えられている。近代日本経済の発展過

程においては、そうした問屋制形態による生産

（小農家族）・流通（在地商人）の組織化に代表さ

れる「在来的経済発展」パターンが含まれている

ことが、従来の後進性・停滞性の指摘と一線を画

す斬新な視角から提示されている。

　本稿では、かかる「在来的経済発展」論に立脚

しながら、近代中国の農村に普遍に存在した在来

的織物業（以下では、土布業と称す）の展開論理

に関する考察を進めたい４）。そのなかで、とりわけ、

「在来的経済発展」論にみられるような、生産・流

通の組織化に重要な機能を果たした問屋制形態の

考察に重きを置く。

　以下では、まず第２節では「在来的経済発展」

論をめぐる近代日本・中国在来織物業史研究につ

いて整理を行い、これまでの日中両国における在

来織物業史研究の問題点を明らかにしたい。そし

て、それをふまえて、第３・４節では中国華北地

域の土布業について具体的な考察を行う。

２．近代日本・中国在来織物業史研究―「在
来的経済発展」をめぐって―

 （ １ ） 　近代日本在来織物業史研究
　在来産業研究は、在来産業そのものが近代日本

の経済発展過程に果たした役割と重要性について

の中村隆英氏の指摘により５）、９０年代以降、様々

な視角から本格的に行われるようになってきてい

る。そのなかで、特筆すべきは、在来織物業に着

目した谷本雅之氏の一連の研究であろう。その代

表的なものは、前述した「在来的経済発展」論で

ある。それは、従来強調されてきている機械製工

場の設立・形成に主に特徴づけられる近代産業化

論とは一線を画す、在来産業の固有の発展論理を

見出したところに大きな意義があった。

　そのなかでとくに注目すべきは、氏がヨーロッ

パや中国との比較的考察のなかで、「在来的経済発

展」、とりわけ、問屋制形態による生産・流通の組

織化を、近代日本の在来産業展開の特徴と主張し

ている点である６）。問屋制経営には、生産者（織

戸）の原料着服や品質管理の問題が常に付随して

くるといわれているが、その問題の解決において

は、日本では、�地域社会（農村）に密着した比

較的長期の取引関係の形成（「縦の関係」）、�同業

者団体の取り組み（「横の関係」）、等にみられるよ

うな、問屋と織戸との空間的、時間的な密接性の

構築が、効果があった。こうした点は、他国との

違いとして日本の問屋制家内工業の持続的な展開

を支えたと強調されているのである。

　ただし、谷本氏による近代中国との比較的考察

には、次のような問題点が含まれていることが指

摘されなければならない。谷本氏は、近代中国で

問屋制形態の普及度が低いという高村直助氏の発

言を受けて、近代中国と日本の問屋制形態展開の

違いを強調している７）が、しかし、そもそも、高

村氏の発言は、開港直後の輸入綿糸・綿布に対す

る日中の対応相違をめぐるものであり、第一次大

戦期以降における中国土布業の展開の如何に言及

するものではなかった。また、高村氏がその討論

に際して、小山正明氏による中国綿業史の研究成

果に依拠したところにも問題があった。小山氏の

研究では、その考察が土布業の展開が本格化する

１９１０年代以降について行われておらず、また、土

布業の展開を機械制大工業やマニュファクチュア

への質的発展とする発展段階論的視点に力点が置

かれたため、問屋制形態についての検討が不十分

であった８）。

　以上のように、諸問題点をもつ高村氏の発言に
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３）　谷本雅之（１９９８）。
４）　本稿で考察する土布とは、森時彦氏が整理した織
布類型（手織綿布・機械製綿布・メリヤス製品）に分
類された手織綿布である。ただし、氏が、新式足踏機
（鉄輪機）と機械製細糸による広幅・薄手の改良土布
生産について、旧式木織機による新・旧土布生産の
「在来セクター」と区別して、「準近代セクター」とし
て発展段階論的にとらえている（森時彦〔２００１〕３０４
頁）。本稿では、足踏機が自動織機（力織機）ではな
いことから、この両者とも「在来セクター」として認
識する。
５）　中村隆英（１９８５）。

 
６）谷本雅之（１９９８）、同（２００２）。
７）「討論」（１９８２）。
８）小山正明（１９６０）。



依拠して、「在来的経済発展」を日本的特質とする

谷本氏の主張に対して、近年進展しつつある中国

土布業史研究を踏まえつつ、再検討を行う必要が

あるといえよう。

 （ ２ ） 　近代中国土布業史研究
　土布業は比較的早く、近代中国の経済発展段階

を論ずる視角から、マニュファクチュアの存在の

有無を検討する対象となった産業である。厳中平

氏や徐新吾氏の研究はその典型であるといえる９）。

そこで、「資本主義萌芽」とも考えられるマニュ

ファクチュアの発生をめぐる議論が中心であった。

そのため、土布業の存在を後進性と衰退すべきも

のとしてとらえ、また、その生産形態をめぐって、

問屋制形態の存在は言及されたものの、それを固

有の生産形態ととらえ、その形態が産業展開に有

した意義を論じていなかったように思われる。近

年、両氏にみられるいわば発展段階論的見解を相

対化する方向で進んでいる。そのなかで、弁納才

一氏、森時彦氏、三品英憲氏の研究は、近代中国

土布業の固有の展開に着目して、とりわけその生

産形態を論じていた点で注目すべきであろう１０）。

　弁納氏と森氏の研究はともに華中地域を取り上

げたものであるが、弁納氏は華中全域（上海・蘇

州・浙江）に着目して、華中地域において問屋制

家内工業生産形態が定着しなかったことを強調し

ながら、前貸問屋制が展開されなかった地域や、

洋糸流入後、問屋制が導入されたが、定着せずに

マニュファクチュア生産形態へと転化していった

地域などにみられるような、土布業の地域的展開

の多様性を示唆している。華中地域での問屋制が

定着しなかったことにみられる、生産形態の変化

を明らかにしたことは大きな成果といえる。その

原因については、氏の言及はなかったが、この点

で武進を考察した森氏の実証研究では、原料糸着

服や品質管理の問題が指摘されている。

　一方、河北省定県を考察した三品氏は、問屋制

家内工業の成立を批判し、男子均分相続を大きな

規定要因とした農家小経営（零細兼業農家）の展

開論理がより一般的であると強調している。しか

し、三品氏の研究は定県のみに分析の重きを置い

たことと、従来の発展段階論的視点から指摘され

た河北省の高陽・寶 における問屋制家内工業の
成立説に反対の意を表しながら、正面から再検討

を加えなかったことから、きわめて限定的である

といわざるを得ない。

　以上のように、近代中国土布業史研究の問題点

として、�比較的蓄積の多い日本在来産業史研究

で受容されつつある、いわば日本的特質とも強調

されている「在来的経済発展」論に対して、積極

的なアプローチが行われてきていないこと、�問

屋制形態が定着しなかった華中地域と異なる、従

来から指摘されてきた華北地域の問屋制形態の内

的な展開論理に対して、新たな資料と視角による

再考察が不十分であること、の２点が指摘できる。

　以下では、そうした先行研究の問題点を踏まえ、

近代中国土布業の展開について、「在来的経済発

展」論にみられるような、生産・流通の組織化に

寄与した問屋制形態の展開と機能に着目しながら、

華北地域を中心に考察を進めていきたい。

３．華北地域における土布業の展開

 （ １ ） 　近代中国土布業の展開
　華北地域における土布業の展開をみる前提とし

て、まず、近代中国土布生産高の推移について、

表１の推計に依拠しながら再確認しておきたい。

表１はフォイヤーワーカー氏・中井英基氏による

近代中国綿布生産の推計である１１）。綿布総供給高

が推計期間内、とりわけ第２期の１９００年代から第

３期の１９３４・３５年にかけて、２倍強の増加率をみ

せており、またその増加に伴う一人あたり綿布消

費高も１．５倍と顕著な増加を示していた。こうした

綿布供給・消費の拡大のなかで、手織機綿布生産

（土布）の動向をみると、その綿布総供給高にしめ
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９）厳中平（１９５５）、徐新吾（１９８１）。
１０）三品英憲（２０００）、弁納才一（２００４）、森時彦（２００１）
第２章。

 
１１）近代中国綿業展開の推計は、中井氏のほかに、徐新
吾氏のものもあり、それもこれまで森　時彦氏や飯塚
靖氏により利用されている（森　時彦〔２００１〕４６０頁、
飯塚　靖〔２００５〕）。ただし、徐氏の推計では、鉄輪機
による綿布が機械製綿布として計算されていたため、
土布と改良土布の生産高は、１９２０年代以降大きく減少
していった問題があると思われるので（徐新吾主編
〔１９９２〕２２３頁）、本稿では、中井氏の推計に依拠する
ことにしている。



る割合が、第２・３期において力織機綿布高の激

増にともない１割程度低下したものの、依然とし

て６割強を維持しており、また、その絶対的生産

高が４割強も増加していたのである。このことか

ら、中国土布生産が少なくとも１９３０年代まで存

続・成長していたことが読みとれる。

 （ ２ ） 　華北地域における土布業の展開と主要産地
　以上のような全国土布業展開のなかで華北地域

は如何なる位置にあったのであろうか。ここで統

計資料の制約から、華北地域土布業展開について

は、主に表２と図１で綿布輸移入量の動向からみ

ていくことにしよう。外国綿布流入状況について

は、小山正明氏と中井英基氏の分析により、�地

域格差があったこと、�その格差が土布生産（手

紡糸による旧土布）の地域的展開に対応している

ことが明らかにされている。表２は両氏の資料を

基に作成した清末期外国綿布流入の地域分布であ

るが、旧土布生産の先進地域である江南デルタ

（上海・南京等）、華南（広州・福州等）、長江上・

中流域（重慶・漢口等）では、外国綿布の流入が

一貫して低い水準にあったのに対して、後進地域

である東北と華北地域（河北・山東・山西等）で

は、ほぼ半分の外国綿布が流入していたことがわ

かる。ここで注目すべきは、華北地域の流入が全

国で際だって高かったが、１８９０年代後期から１９００

年代後期にかけて東北と違って低下傾向にあった

ことである。

　続けて図１で清末・民国初期における主要輸入

港天津の粗布輸移入推移を確認すると、天津にお

ける粗布輸移入量は１９００年代始めの２５０万疋前後

の水準から、１９１０年代に入ってから、一転して

１００万疋台へと急落していった。その後も、一貫し

て低下し、１９２０年代半ばに至ると、１９１０年代の半

分の５０万疋程度となったのである。また、天津と

同じく華北地域の主要輸入港としての青島におけ
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表１　フォイヤーワーカー・中井英基氏の中国綿布生産高推定
（単位：百万方ヤール）

第３期第２期第１期

１９３４・３５年１９０１－１０年１８７１－８０年

５００４２５３５０（１）人口（百万人）

（　６３．０％）２，６６１．０（　７３．２％）１，８４９．９（　８１．１％）１，６１２．５（２）手織機綿布

（　３４．９％）１，４７１．０（　　０．９％）２４．５（　　０．０％）－（３）力織機綿布

（　　２．１％）８８．６（　２５．９％）６５４．２（　１８．９％）３７６．２（４）外国綿布輸入

？１００．４（５）国産綿布輸出

（１００．０％）４，２２１．０（１００．０％）２５１８．６（１００．０％）１，９８８．３（６）綿布総供給

　　（＝（２）＋（３）＋（４）－（５））

２１２．３１２６．７１００（７）綿布供給増加指数

     （第１期＝１００）
８．４５．９５．７（８） １人当たり綿布消費

     （方ヤール）

出所）中井英基（１９９６）１７９頁。

表２　外国綿布流入の地域分布（比率）

合　計華　南
江　南
デルタ

長江上・
中流域

華　北東　北年

１００％１６１１２５４３　５１８８１－１８８５

１００％１６１４２３４３　４１８８６－１８９０

１００％１７１２２３４４　４１８９１－１８９５

１００％１７１５２０４１　７１８９６－１９００

１００％１４１５２１３８１２１９０１－１９０５

１００％１６１５２１３９　９１９０６－１９１０

出所）小山正明（１９６０）８頁、中井英基（１９９６）２１９頁。



る綿布輸移入量推移をみると、１９０６年に１９４万反、

１９１０年に１３１万反、１９１６年に５４万反、１９２２年に４７

万反であったことから１２）、その輸移入量が天津と

同様に清末から民国初期にかけて著しく低下して

いったことがわかる。

　こうして輸移入綿布が第１次大戦期を転機に激

減していったが、そのなかで、とくに注目すべき

は、大戦の進展にともない、輸入綿布と中国土布

の価格差が、北京では１９１４年の１．５元から１９２０年

の４．２元へと大きく開くようになっており、そのこ

とが中国土布の生産展開にとっての市場条件を急

速に改善させていったではないかと思われる点で

ある１３）。

　以上、断片的な資料ではあるが、前述した中国

綿布市場の拡大にともなう中国土布生産の増大及

び、清末から民国初期にかけての華北地域におけ

る輸移入綿布の急減、さらに第１次大戦以降の輸

入綿布と国産土布の価格差の拡大を考えれば、華

北地域での土布生産が著しく拡大し、成長して

いったことが推測されよう。実際、後述するよう

に、華北地域の主要産地が輸入綿布の模倣品とも

いわれる広幅・薄手の改良土布を特徴に成長・拡

大していったのである（表４）。そうした主要産地

の展開が輸移入綿布の地域内における輸移入代替

の進展にもたらした効果が大きいと考えられよう。

　つぎに、こうした拡大していた華北地域土布生

産の主要産地を、表３でみたい。表３は、１９３０年

前後における華北三省（河北・山東・山西）各地

の生産高を示しているが１４）、それによると、河北

省高陽・寶 産地と山東省 県産地が上位に位置
づけており、そのうち、 県産地が最大規模のも

のであり、次は高陽と寶 である。また、その生
産高の華北三省に占める比率が５割弱に達してい
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図１　天津粗布の輸移入推移
出所）「支那に於ける生地物綿布に就て」（1916）、「天津

及満州に於ける大尺布の需給状況」（1928）
　注）1902 年から 1913 年までは移入高が含まれていな

い。

 
１２）堀内清雄・富永一雄（１９４２）５２頁。
１３）森時彦（２００５）１６１頁。

表３　１９３０年前後華北三省主要土布産地の生産高

比　率
生産高
（疋）

県　名産　地省

１２．５７％３，１００，０００高陽

高陽産地

河　

北　

省

６．０８％１，５００，０００清苑

２．２２％５５０，０００任邱

０．４１％１００，０００粛寧

０．０９％２２，０００安新

１．３２％３２６，０３５蠡県

２２．６９％（１２．５０％）５，５９８，０３５小計

４．８６％１，２００，０００寶 

寶 産地
３．８１％９４０，０００玉田

３．５３％８７０，０００ほか２縣

１２．２％（６．７２％）３，０１０，０００小計

２．２８％（１．２５％）５６２，０００小計定　県

１００．０％（５５．０９％）２４，６７１，２１１合　　　計

６２．９６％１０，８００，０００ 県

 県産地
山　

東　

省

６．３５％１，０９０，０００昌邑

２．３３％４００，０００寿光

７１．６４％（２７．４４％）１２，２９０，０００小計

１００．０％　（３８．３％）１７，１５３，９９９合　　　計

１０．８２％３２０，０００平遥

３　県
山　

西　

省

９．１３％２７０，０００萬泉

６．７６％２００，０００猗氏

２６．７１％（１．７６％）７９０，０００小計

１００．０％（６．６１％）２，９５７，５３５合　　　計

１００．００％４４，７８２，７４５華 北 三 省 総 計

出所）『河北省工商統計』（１９２９）、『中国実業誌：山東
省』（１９３３）、『中国実業誌：山西省』（１９３３），
南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）。

　注）１．寶 産地の「ほか 2 県」は『 県土布業調
査報告書』によるが、2県の具体的県名は不
明である。

２．比率は各省生産高にしめる比率である。括
弧内は華北三省に占める比率である。

 
１４）１９３０年前後と称しているのは、山東・山西の統計が
河北と同様の１９２８年度であるとする見解がみられるが
（南満州鉄道株式会社北支経済調査所編〔１９４２〕１９頁）、
確証できないためである。



たことから、この三産地が華北三省を代表する主

要産地であるといえよう。

　では、この三主要産地はどのような製品的特質

が備わっていたのか。それについて、戦前中国各

土布産地の分類を示した表４で確認すると、機械

製糸と手紡糸を同時に使用する定県は第１種で、

製品が小幅・厚手の新土布であるのに対して、寶

 と 県・高陽はそれぞれ第２種と第４種である。
そのうち、寶 が機械製糸と高機による小幅・厚
手の新土布生産地域であり、 県・高陽が機械製

糸と鉄輪機による、輸入綿布の模倣ともいわれる

広幅・薄手の改良土布生産地域である１５）。このよ

うに、華北地域が、製品的特質が異なる多様な生

産地域から構成されていることが理解できよう。

　以上みてきたように、華北地域における土布業

の展開特徴として、�近代中国土布生産が拡大し

ていくなかで、華北地域における土布生産も著し

く拡大し、成長していったこと、�そうした華北

地域土布生産の成長を支えているのが 県・高
陽・寶 の三主要産地であったこと、�そのうち、
寶 が機械製糸と高機による小幅・厚手の新土布
生産地域であり、 県・高陽産地が機械製糸と鉄

輪機による広幅・薄手の改良土布生産地域であっ

たように、華北地域が、製品的特質が異なる多様な

生産地域から構成されていること、が指摘できる。

　以下、紙幅の制約から、華北三省土布生産高の

４割を占め、また輸入綿布の激減と相関関係にあ

ると考えられる河北省の高陽と山東省の 県の展
開について、その生産形態を中心に順次みていき

たい。

４．華北主要土布産地の生産形態―問屋制形
態を中心に―

 （ １ ） 　河北省高陽産地
　本稿でいう高陽は、河北省の中部に位置し、京

漢鉄道沿線東部の小さな県としての高陽県に限ら

ず、この高陽県を糸・布集散の中心とする半径１５

キロから２５キロにわたる一つの農業区域で、主に

高陽県のほかに、清苑、任邱、蠡県、安新などか

ら構成されている１６）。

　この高陽産地の土布生産は、輸入綿糸が在地商

人により輸入されると同時に、鉄輪機（足踏機）

が天津在住の高陽住民により持ち込まれた１９１０年

頃から本格的に始まっており、その後、日中戦争

勃発の１９３７年にかけて三回の勃興時期を経て成

長・存続していた。その時期区分は具体的に第１

次（１９１５～２０年）、第２次（１９２６～２９年）、第３次

（１９３４～１９３７）であり、そのうち、とりわけ第１次

から第２次にかけての（１９１５～２９年）は高陽産地
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表４　戦前中国各土布産地の分類
主要製品綿布種類主な織機特　徴品　質製　品寸　法綿　糸原　料産　地

荘布新土布木機・
鉄機

色と模様
が単純

極 め て
粗・厚・
頑丈

小 幅・
厚手

幅１尺程度１６番手機械製糸
・手紡糸

河北定県第１種

大布（３０年代初期
から改良布）

新土布木機同上粗・厚同上幅１尺程度１２～１４番手機械製糸江蘇南通第２種

二斤布・大尺布木機１６番手山西平遥

永機、本機、大尺、
寛面（広幅）

高機１０～３２番手河北宝  

白布、色布、格子
布、條紋布

改良土布高機輸入綿布
の模倣

粗広 幅・
薄手

幅１尺５寸
～２尺

２０番手機械製糸広西鬱林第３種

白粗布、蚊帳布、
斜紋布、方格布、
條子布、白細布、
提花布

同上鉄輪機同上比較的薄
い、きれ
い

同上幅２尺以上２０～４２番手機械製糸山東 県第４種

国布、條格布、華
葛

鉄 輪 機、
ジャカー
ド

２０～４２番手、
人造絹糸

河北高陽

出所）王子建（１９３６）、方顕廷・畢相輝（１９３６）、南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）１～１２頁、山本達弘（１９４３）。
　注）分類は各産地の最盛期の産地生産形態に基づく。

 
１５） 王子建（１９３６）１２８頁。

 
１６）呉知（１９４２）１８頁。



の拡張時期であった１７）。前述したように、最盛期

の１９２８年において、高陽産地は河北省の２割強の

生産高を持つようになっていた（表３）。また、

１９１０年前後の小幅織物の生産から１８）、高番手細糸

（２０～４２番手）や人造絹糸など機械製糸を原料に、

鉄輪機・ジャカードを織機に使用することによる

幅２尺以上の、輸入綿布の模倣ともいわれるよう

な比較的薄く綺麗な様々な改良土布を生産するよ

うになっていた（表４）。表５が高陽産地の拡張時

期における織機台数の推移であるが、織機台数が

高陽と蠡県を中心に、１９１５年の６０００台弱から、

１９２９年に５倍の３万台弱に急増していったのであ

る。さらに、その販売市場は、１９１０年前後までの

河北本省を中心とする山東・河南・山西・甘粛、

陝西など黄河流域から東北三省や湖南、福建、広

東にも広がっていたのである１９）。

　かかる高陽産地の土布生産を支えていたのは、

最盛期の１９２９年における産地内総織機２７，６００台

の８０％を賃織としていたともいわれる在地商人

（織元）の存在であったと考えられる２０）。表６、表

７、表８は、１９３３年に南開大学が高陽を対象に調

査した８０余軒織元の規模と分布である。まず、表

６で賃織戸数別の織元規模をみると、８０軒織元

（５５軒「布線荘」・２５軒「染線廠」）の賃織戸数が

８２２２戸であり、平均１軒織元の賃織戸数が１００戸強

である。そのうち、７４％の５９軒織元が１００戸未満

賃織戸数に集中し、総賃織数の４割の織戸を占め

ている一方、わずか２軒の織元が総織戸数の１５％

強の１２６５戸賃織戸と賃織関係を持っていたのであ

る。次に、表７で賃織機数規模別の織元分布をみ
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１７）呉知（１９４２）５６～５８頁、丁世洵（１９８１）。ちなみに、
第１・２次勃興時期の年成長率は、趙岡・鎮鐘毅の推
計によると、それぞれ１５％、３７％であった（趙岡・鎮
鐘毅〔１９７７〕２１３頁）。

１８）呉知（１９４２）２５～２６頁。

表５　高陽産地における織機台数の推移

総計任邱清苑安新蠡県高陽

５，７２６２９６６６１８７２２，０９２１，８０５１９１５年

９，７５１１，３２６９３２１，２００４，０２９２，２６４１９１６年

１３，１８３２，３５６１，８７５１，５１８４，６６５２，７６９１９１７年

１５，９４４３，３８７２，０８９１，９２４５，２６５３，２７９１９１８年

１９，０４２４，４２０２，７３５２，１６８５，８８４３，８３５１９１９年

２１，９０４５，４５２３，１６２２，４７５６，５３１４，２８４１９２０年

２３，８５３５，０９７３，３８７２，７４１７，３４１５，２８７１９２１年

２４，６９８４，７４２４，０４４２，８２６７，５４７５，５３９１９２２年

２６，０９５４，３８７４，４７１３，２２０８，００５６，０１２１９２３年

２６，１６５４，０３２４，２１３３，０６４８，１９６６，６６０１９２４年

２６，６９７３，６７７４，３７９２，５０５８，５３９７，５９７１９２５年

２９，２７６３，３２２４，９９４２，６９９９，０６９９，１９２１９２６年

２８，５９２２，９６７４，４３１２，６５５８，９４７９，５９２１９２７年

２９，６３１２，６１３４，４６６２，５３２９，７６９１０，２５１１９２８年

２９，２２４２，２５９４，４６８２，３２８９，４８５１０，６８４１９２９年

出所）大島正・樺山幸雄（１９４２）４０頁。

 
１９）呉知（１９４２）３１６頁。畢相輝（１９３９）３８３頁。
２０）畢相輝（１９３９）３８３頁。

表６　賃織戸数別の織元規模

総　　計染線工廠布 線 荘
賃織戸数

織戸数軒数織戸数軒数織戸数軒数

（　１１．６）９５４（　３２．５）２６１７１５７８３２１５０未満

（　２８．４）２，３３５（　４１．３）３３７９０１３１，５４５２０５０～９９

（　１１．７）９６３（　１０．０）８４３６４５２７４１００～１４９

（　１０．２）８３７（　６．２）５４５０３３８７２１５０～１９９

（　５．６）４６１（　２．５）２４６１２２００～２４９

（　３．３）２７２（　１．３）１２７２１２５０～２９９

（　３．９）３２２（　１．２）１３２２１３００～３４９

（　４．５）３７０（　１．３）１３７０１３５０～３９９

（　５．４）４４３（　１．２）１４４３１４００～４４９

（　１５．４）１，２６５（　２．５）２１，２６５２４５０以上　

（１００．０）８，２２２（１００．０）８０１，８４７２５６，３７５５５合　計

出所）呉知（１９４２年）１２３頁。



よう。３０台から１１９台までの賃織機数規模の織元が

総数の６４％で最も多く、それに３０台未満規模の織

元を含めると、７４％の５９軒となっている。以上の

ような賃織戸数と織機をもつ織元の回収・購入織

布量規模別分布を示すのが表８であるが、ここで

「布線荘」が賃織から織布を回収するほか、市場か

らも３割程度の織布を購入していることに注意し

てみていきたい２１）。その特徴は賃織戸数別の織元

規模と相似している。つまり、一織元当たり１万

５千疋未満の５９軒が４割弱の織布量を占めている

一方、同４万疋以上の織元が５軒でありながら、

その回収・購入量が総量の３割弱であった。この

ように、多数の比較的小規模織元と一部の大規模

織元を構成の特徴とする出機経営＝問屋制経営が

高陽産地の生産拡大を支えていることが理解でき

よう。

　高陽の織元は「布線荘」と「染線廠」という２

種類存在しており、前掲した表６と表７にあるよ

うに、１９３３年時点においてそれぞれ５５余軒と２５余

軒が出機経営を行っていた。そのうちの「染線廠」

は、当初綿糸を染めて販売していただけであった

が、染色縞物が盛んとなる１９２５年以降出機経営に

乗り出すようになった新しい存在である。その特

徴としては、�その経営規模が「布線荘」より際

だって零細であったこと（表６～８）、�綿糸の仕

入れが主に高陽の綿糸市場と「布線荘」に依存し

ていること、�織布の販売が各地に「分店」（販売

店）を設けずに、高陽城内に賃貸の倉庫で随時に

顧客の需要に対応しているが、その最大の顧客が

「布線荘」であること、の３点が指摘できる２２）。一

方、「布線荘」の特徴については、�「布線荘」の

歴史が１８７７年に遡ることができ、染線廠よりはる

かに古く、また、そのほどんどが綿糸・綿布在地

商人（一部が県外からきた商人）であったこと、

�綿糸が資金力を有する２０軒「布線荘」を中心に、
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表７　賃織機数規模別の織元分布

合　計染線工廠布線荘織機数

（ １０．００）８８３０未満

（ ２２．５０）１８１１７３０～５９

（ ２６．２５）２１９１２６０～８９

（ １５．００）１２７５　９０～１１９

（   １．２５）１１１２０～１４９

（   ３．７５）３３１５０～１７９

（   ７．５０）６５１１８０～２０９

（   ２．５０）２２２１０～２３９

（   １．２５）１１２４０～２６９

（   １．２５）１１２７０～２９９

（   ３．７５）３２１３００～３２９

（   １．２５）１１４２０～４４９

（   １．２５）１１４５０～４７９

（   １．２５）１１５８０～６０９

（   １．２５）１１８２０～８４９

（１００．００）８０２５５５合　計

出所）呉知（１９４２年）１２３頁。

表８　織元の回収・購入織布量規模別分布

総　　　計染線工廠布 線 荘
一織元当たり数量（疋）

疋軒数疋軒数疋軒数

３７，４０４１３３７，４０４１３５，０００未満

１９６，１００２５６７，７００８１２８，４００１７　５，０００～１０，０００

２５２，８２５２１１２４，８００１０１２８，０２５１１１０，００１～１５，０００

１５５，９９９９３６，０００２１１９，９９９７１５，００１～２０，０００

１５６，３６３７６８，５００３８７，８６３４２０，００１～２５，０００

５１，８７２２５１，８７２２２５，００１～３０，０００

３０，４００１３０，４００１３０，００１～３５，０００

７６，９０３２４０，０００１３６，９０３１３５，００１～４０，０００

３５３，２１３５３５３，２１３５４０，０００以上

１，３１１，０７９８５３６７，４００２５９４３，６７９６０合　　　　計

出所）呉知（１９４２年）１１７～１１９頁、方顕廷（１９３６）１０１頁。

 
２１）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）１０３
頁。

 
２２）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）１０１
～１０３頁。



主に天津・青島・上海等から直接に購入されてい

ること、�織布の販売が「分店」制を全国各地に

設置し、駐在員により主に行われていること、�

綿糸購入や綿布販売との関係もあり、その経営規

模が一部の大規模業者と多数の比較的小規模業者

に特徴づけられていること、の４点が指摘でき

る２３）。以上から、「染線廠」が綿糸の仕入れと綿布

の販売で「布線荘」に大きく依存しており、「布線

荘」が産地問屋制経営の中心的存在であることが

理解できよう。

　では、かかる中心的存在の「布線荘」はいかな

る問屋制経営を行っていたのか。ここで主に通常

注目されている問屋制経営が抱える織戸の原料着

服や品質低下など生産管理問題について述べるこ

とにしたい。その取り組みとして注目したいのは、

「領機制」・「機頭制」と保証人制度、商品検査制度

である。「領機制」・「機頭制」は１９２１年頃以降導

入された代表的な生産管理制度である２４）。それま

で「中間人」制度が主流であった。「中間人」制度

は、第１次勃興時代（１９１５～２０年）に織元と織戸

の間に介入する、いわゆる「中間人」商人が台頭

してきており、かれらが繁忙な織元の代わりに織

戸に綿糸を提供し、綿布を回収する役割を担って

いた２５）。しかし、１９２１年の不況以降、「中間人」

制度は急速にその役割を終えていった。主な要因

としては、�不況による販路の停滞にともない

「中間人」商人が得る利益が激減したこと、�それ

を背景に「中間人」商人による回収綿布価格の引

き下げが、不況に伴う品質の悪化をさらに深刻化

させたこと、�綿布種類・意匠が次第に複雑化し、

「中間人」制度による間接的な経営に限界が露呈し

たこと、の３点が指摘できる２６）。こうした原因を

背景に、「領機制」は「中間人」制度に代わって登

場した。「領機」は「一郷又は一村において堅実に

して経験豊富な織戸」から織元により選ばれたも

のであった２７）。その果たす機能は主に、�織元が

賃織を増やす際、新織戸を紹介すること、�受け

持ちの織戸（通常１領機が数１０戸）に対して織布

納入時期の厳守などの指導監督の責任をもつこと、

�織戸が納品期限を守らない場合、綿糸の返品や

賠償の責任をもつこと、の３点が挙げられる２８）。

こうした機能の実態について、なお今後実証の必

要が求められるが、「領機制」の登場以降、高陽産

地が第２次勃興時代の生産拡張を成し遂げたこと

を考えれば、それが製品品質の改善や賃織の安定

的な運営に一定の機能をもっていたと考えられよ

う。

　このほかの保証人制度と商品検査制度も「領機

制」と同様に一定の役割が認められよう。保証人

制度は、農家が賃織業へ就業する際や織戸が原料

を預かる際に頻繁に用いられる制度である２９）。前

者の場合、前述した「領機」が紹介人・保証人と

なり、管理監督責任をもつが、後者の場合、連帯

保証人が求められ、原料着服などにより損害が出

た場合、相当の責任を負わなければならない。ま

た、商品検査制度は、織元が５日ごと（「 市 」か
いち

「集」が開かれる前日）に商店において綿糸を配布

する同時に、織戸が納入する織布を検査する制度

である３０）。かかる頻繁な商品検査を原料配布時に

実施することは、賃織との接触密度を高め、原料

着服などによる損失を最小限に抑制することがで

きたと考えられる。

　以上のように、１９１０年代半ば以降から成長・拡

張していった高陽産地の生産形態の特徴としては、

�機械製糸の輸移入や「分店制」の販売手法を取

り入れる「布線荘」を中心とする問屋制経営が産

地の成長・拡張を支えていたこと、�問屋制経営

において、「領機制」や保証人制度、商品検査制度

が導入されたが、そのなかで、とりわけ、「領機

制」が経営条件や織布市場条件の変化への対応と

して導入されたものであり、また保証人制度もこ

の「領機制」と密接にリンクする形となっていた

こと、�こうした取り組みが、問屋制経営にみら

れる固有の問題の発生を最小限に抑制し、問屋制

経営を持続的に展開させる条件となったこと、の

３点が指摘できる３１）。
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「地域経済研究」第１８号、２００７

 
２３）呉知（１９４２）２９頁、南満州鉄道株式会社北支経済調
査所編（１９４２）１００～１０１頁。ちなみに、布線荘の「分
店」は１９３３年時点に１３０あり、河北省（３９）、山西省
（３０）、河南省（２３）のほか、残りの３割が全国各地に
分散している（呉知〔１９４２〕３１７頁）。

２４）呉知（１９４２）４４頁。
２５）呉知（１９４２）３１～３４頁。
２６）呉知（１９４２）４０頁。
２７）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）。

 
２８）呉知（１９４２）４４頁。
２９）呉知（１９４２）１２０～１２１頁。
３０）呉知（１９４２）１３０～１３５頁。
３１）本稿では、資料的な制約により小農家族の経営論理



 （ ２ ） 　山東省 県産地
　本項では、これまでの研究でほとんど触れられ

てこなかった 県産地をみていくことにする。 
県産地（ 県・昌邑・寿光）は、前述したように
河北省高陽・寶 産地と並んで華北地域の三大織
布産地に位置づけており、また、その地位が華北

地域のみならず山東省においても圧倒的で、１９３０

年前後において華北地域と全省６８県土布生産高の

２７％・７２％（表３）を占めていた。 県産地は、

山東半島を縦横に走る膠済鉄道（１９０４年開通）と

津浦鉄道（１９１２年開通）の交通中枢地に位置する

のみならず、青島開港（１８９９年）以前にもすでに

山東半島唯一の物資集散中心地として商業活動が

活発な地域であった３２）。かかる 県産地の生産勃
興の条件として指摘すべきは、�青島開港と膠済

鉄道開通にともない青島に進出した在地商人（「 
県幇」 ３３））による機械製綿糸の本格的な輸移入、�
１９０４頃から１９１４年頃にかけての間における 県出
身の先覚者による日本や天津からの鉄輪機の断続

的な導入、の２点である３４）。

　表９は南満州鉄道株式会社北支経済調査所が

１９４１年に華北を対象とする調査で推測した 県産
地の生産実態を示している。織機（鉄輪機）が

「民国四五年間、僅城東眉村一帯有布機五百台左

右」（１９１５・１６年頃織機がわずか 県城東の眉村一
帯に５００台程度）という状況から３５）、表９にあるよ

うに、１９２４・２５年にすでに５万台に達しており、

高陽の最盛期（１９２９年）の３万台弱を大きく上

回っている。さらに、それが１９２９年になると、

１９２４・２５年の倍の１０万台となった。また、綿糸は

１９２６年に５万３千余梱であったのが、１９３３年に９

万５千梱と１．８倍に激増していった。さらに、表９

には出ていないが、その販路は１９３２年において河

南省を中心に、河北や山西、福建、雲南など全国

２０省・７４地域に広がっていた３６）。以上から、少な

くとも１９２６年から１９３４年までの期間は 県産地の
本格的な成長と拡張期であると断定できよう３７）。

　こうした産地土布生産の成長・拡張を支えたも

のとして、「線荘」と「布荘」をみていく必要があ

る。まず、次のような 県織戸の実態に関する断
片的な指摘から「線荘」と「布荘」の存在の一端

についてみよう。

　「機戸之自行購紗織布者為数甚少、多数概由当地
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表９　 県産地の生産実態

布荘線荘
綿糸消費量
（梱）

織機台数
（台）

－－－－１９２１年

－－－－１９２２年

－－－－１９２３年

－－－　５万１９２４年

－－－　５万１９２５年

－－５３，５４５－１９２６年

－－５３，３００－１９２７年

－－５２，８０５－１９２８年

－－８１，４００１０万１９２９年

－－８０，４００１０万１９３０年

－－８０，８１５１０万１９３１年

－－８９，３２５１０万１９３２年

２５８－９５，０９０１０万１９３３年

２７５２４３８，８１０１０万１９３４年

出所）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）
８０頁。

　注）１９３４年の綿糸消費量が上半期のものである。

 
を検討できなかった。しかし、高陽における某布線荘
の１９３２年年間配布原料量と回収織布量の資料に依拠す
れば、原料・織布量ともに、農閑期の陰暦２・３・４
月に最も集中しており（１０月を１００とする場合、２・
３・４月の配布原料量と回収織布量がそれぞれ、
３１７・３１２・２１４、１６３・２２９・１９０）、このことから、問
屋制経営と農業との密接な関係が読みとれよう（呉　
知〔１９４２〕１２９頁）。

３２）堀内清雄・富永一雄（１９４２）５０～５１頁、後藤文治
（１９４３）８７～８９頁。
３３）「 県幇」は青島で 県への機械製糸輸移入を一手に
引き受ける存在として形成されており、日中戦争勃発
まで４軒が合資形態で設立された。その設立年はそれ
ぞれ１９０９・１９２１・１９２６・１９３６であった（堀内清雄・富
永一雄〔１９４２〕５３頁、張　静〔２００６〕９５頁）。

３４）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）５８～
５９頁、後藤文治（１９４３）９８～１００頁。ちなみに、最も
早い時期は、 県寒亭の人が日本から２、３台持ち込
んだ１９０４年頃であった。ただし、その織機がその後産
地で通常使用されているものより大きかったことを考
えれば、その本格的な導入が天津より２回にわたって
計２０数台購入した１９１２・１３年頃であったと考えてよか
ろう（南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）
５８～５９頁）。

 
３５）王子建（１９３６）１３０頁。
３６）『中国実業誌：山東省』（１９８０）１０３頁。
３７）ちなみに、趙岡・鎮鐘毅の推計によると、この間に
おける 県の年成長率は３２％であった（趙岡・鎮鐘毅
〔１９７７〕２１３頁）。



各線荘及布荘之放機、機戸織布一匹給工資洋一元、

与自行購紗織布者所得之利益相差無幾。此等機戸、

不直接赴市貿易、僅将織就之布送入荘家、博取工

資而巳。」 ３８）

　以上から、�「線荘」と「布荘」の出機経営

（「放機」）が一般的に行われていたこと、�織戸が

その出機経営に依存していたこと、の２点が読み

とれよう。しかし、ここで注意すべきは、「線荘及

布荘之放機」の真意が、「線荘」と「布荘」がとも

に出機経営を行っていたことではなく、出機経営

が「線荘」と「布荘」により構築されていた経営

形態であったことにあると思われる点である。

　そもそも、「線荘」と「布荘」はその経営規模や

担う業務が大きく異なる。表９に示されているよ

うに、「線荘」と「布荘」の軒数は、産地の最盛期

である１９３４年において、それぞれ２４軒、２７５軒

あった。そのうちの「布荘」は、「集市日に布取引

の中心市場で直接買い入れ、また多くは自ら綿糸

を織戸に直接支給して賃織せしめて収布」するい

わゆる織元である３９）。その経営規模については、

表１０の１９３３年度営業税規模別「布荘」営業額に依

拠すれば、営業税１万元未満の「布荘」軒数が１８０

軒で全体の７０％を占めているものの、その年間営

業額が調査で判明しえた営業総額の２６％にとど

まっていた。資料上に営業税の過少申告など問題

があるものの４０）、その経営規模の零細性がわかる

であろう。しかし、こうした零細的な「布荘」が

最盛期において出機経営を行いながら、産地織布

販売高の９割も取り扱っていたことを考えれば、

織元としての「布荘」が綿布販売の主要な担い手

であったことが明らかであろう４１）。

　一方、「線荘」は、�青島における「 県幇」か
らの機械製綿糸の購入を一手に引き受けること、

�購入した綿糸の多くを「布荘」に販売すること、

�その綿糸を購入する「布荘」などに融資を行う

こと、を主要な業務としていたのである４２）。最盛

期の１９３４年において、その軒数が２４軒と「布荘」

より圧倒的に少ないながら、資本金総額が４３万元

弱で一軒当たり資本金額が１万８千元である４３）。

高陽産地における６０軒「布線荘」のなかで、資本

金額１万５千元以上が８軒のみであったことを考

えれば４４）、 県の「線荘」の経営規模が圧倒的に

大きいといえる。また、 県金融業者の実態を示

している表１１によると、２４軒の「線荘」がすべて

金融業者として登場しており、資本金額では「銭

荘」より３倍以上も多く、また、預・貸金額でも

銀行と「銭荘」を大きく上回っている。さらに、

指摘すべきは、「布業之金融機関」とも称されてい

ることもあり、そのうちの預・貸金対象が主に綿

布業者であったことである４５）。

― ―13

「地域経済研究」第１８号、２００７

表１０　営業税規模別の「布荘」営業額

年間営業額
（元）

軒数
営業税規模別
（千元）

２９２，２００１１１５未満

５０７，５００６９　５～１０未満

２６１，６００２２１０～１５未満

３６８，９００２２１５～２０未満

１７７，８００８２０～２５未満

１０５，９００４２５～３０未満

１５０，３００５３０～３５未満

２５５，０００７３５～４０未満

４０～４５未満

４８，０００１４５～５０未満

５２，５００１５０～６０未満

６０～７０未満

７０，０００１７０～８０未満

８６，０００１８０～９０未満

１８７，５００２９０～１００未満

１０５，０００１１００以上

１８０，０００１１５０以上

２２５，０００１２００以上

３，０７３，２００２５７総　　計

出所）『中国実業誌　華北編（山東省）』（１９８０）１１３～
１１４頁。

 
３８）「山東 県之織布業」（１９３４）９２頁。
３９）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）１３３
頁。

４０）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）１３４
頁。

４１）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）１３３
頁、後藤文治（１９４３）１２２頁。ちなみに、「布荘」の取
扱織布販売高のうちに、賃織織布以外に市場から購入
したものも含まれていたのである。

 ４２）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）１３１
～１３３頁、後藤文治（１９４３）１２１～１２４頁。

４３）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）１１８
頁。

４４）呉知（１９４２）８６頁。
４５）公英（１９３４）７１～７２頁、南満州鉄道株式会社北支経
済調査所編（１９４２）１３２頁、後藤文治（１９４３）１２４頁。



　以上のように、「布荘」は綿糸取引や融資で「線

荘」の経営自体に深くリンクしているものの、出

機と綿布販売を主に担っており、産地の問屋制経

営の主体であったことが理解できよう。また、「布

荘」の問屋制経営にとって、「線荘」が有する在地

綿糸問屋と綿布金融機関の機能がその経営を持続

させる重要な基盤の１つともなっていることは注

目すべきであろう。

　最後に、通常指摘される問屋制経営の生産管理

問題について、産地内の織元・織戸の契約書に基

づいて見ていくことにしよう。下記の資料は、

１９４１年４月１０日に信豊公司が織戸李長文と交わし

た賃織契約書である４６）。

　「立定布契約信豊公司・李長文機戸、今李長文機

戸与信豊公司訂明定織條伏綢布疋、言明半月内織

布１５０疋５日交貨１次、毎次交貨５０疋、信豊公司

収至貨後、即時検験、按照験妥布数、将応用綿紗

及織布工資、照数付与機戸、期内双方不得違約、

期満之日此約作為失効、如愿継続進行、双方 訂
期約、此約各執一幅以便遵守…（後略）…」

　それによると、１５日間（４月１０日～２５日）の賃

織期間において、発注織布が１５０疋であるが、織布

の納入（「交貨」）が５日間につき１回５０疋で計３

回にわたっており、また、納入する際、即時検査

（「即時検験」）を行い、それに応じて綿糸と織賃を

渡すという内容が記入されている。その検査は、

契約書と別途に作成した発注織布と使用綿糸規定

の表１２に基づき行われると考えられる。そのなか

で、所用経糸・緯糸量と織布の１疋の幅・長が記

載されているほか、最も注目すべきは一定大きさ

の織布（「４分鏡框」）の経糸・緯糸の本数がそれ

ぞれ４３本・３６本で決められている点である。こう

した規定を違反した場合、同様に契約書と別途に

作った罰則規定に基づいて責任を負うことが求め

られる。それは、具体的に、�「油沾」（油汚れ）、

�「残孔」（穴残り）、�「断頭及扣線」（綿糸着

服）、�「辺不斉及煙薫」（布端不均一やヤニ）、�

「面窄一分及毎碼短３分以下者」（幅が１分短い・

長が３分短い）、�「線少１根者」（綿糸一本少な

い）、のいずれかに違反した場合、「１元」か「５

角」の罰金を支払うというものである４７）。そのな

かで、とりわけ、�・�・�が綿糸着服による品

質低下を防ぐものとして罰則規定に明記されてい

る。このような厳格かつ細かい契約と規定は、綿

糸の着服問題及びそれから生じた織布品質の低下

を最大限に抑制する効果があると考えられよう。

　以上のように、１９２０年代半ば以降から本格的に

成長・拡張していった 県産地の生産形態の特徴
としては、�「布荘」が出機と綿布販売を主な業

務とする問屋制経営を行い、産地を成長・拡張さ

せていったこと、�また、その問屋制経営を支え

たものとして、「線荘」がもつ在地綿糸問屋と綿布

金融機関の機能が重要であろうこと、�問屋制経

営にみられる固有の問題の発生を最小限に抑制す

る取り組みとして、賃織契約において厳格かつ細

かい契約と規定の実施が行われていたこと、の３

点が指摘できる。
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表１１　 県金融業者の実態
（単位：元）

貸　出預　金資本額経営数

７５０，０００１，１５０，０００３７，１００，０００４銀行

１，７７７，０００１，０６５，０００１１２，８００２５銭荘

２，１００，０００１，６４０，０００４２６，４００２４線荘

出所）公英（１９３４）７１～７２頁。
　注）銀行の４行は中国銀行、交通銀行、中国実業銀

行、平市官銭局である。

表１２　信豊公司賃織織布規則及び所用綿糸量表

自即日起至２５日交斉附　　記

２元工　　賃

４２精錬紗（２１把）経糸把数
綿紗種類

３２精錬紗（８把５光）緯糸把数

４３根経
四分鏡框

３６根緯

２尺１寸８分寛
毎　　疋

７丈６尺長

條伏綢品　　名

出所）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）
２２４頁。

 
４６）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）２２４
頁。ちなみに、本資料は１９４１年のものであるが、信豊
公司が１９３３年から出機経営を行っていたことから、本
契約にみられる諸規則は戦前からすでに形成されてい
ると考え、有効性があると判断した（南満州鉄道株式
会社北支経済調査所編〔１９４２〕１２５～１２６頁）。

 
４７）南満州鉄道株式会社北支経済調査所編（１９４２）２２５
頁。



５．お　わ　り　に

　本稿では近代中国華北地域の土布業展開につい

て、その主要産地の問屋制経営の考察に焦点を

絞って考察を加えてきた。以下では本稿で明らか

にしえた点をまとめておきたい。

　清末（１９００年代）から民国初期（１９３０年代初

期）にかけて、近代中国土布生産が中国綿布市場

の拡大にともない成長していくなかで、従来後進

地域とされる華北地域土布生産は、著しく成長し、

拡大していった。そうしたなかで、河北省高陽・

寶 と山東省 県産地が主要産地として華北地域
の土布生産を大きく支えていたのである。こうし

た分析結果を踏まえ、本稿では具体的に高陽と 
県について考察を行い、両産地では、問屋制経営

が一般的に行われていたことが明らかとなったの

である。

　両産地では、それぞれ「布線荘」・「布荘」に

よって問屋制経営が行われていたが、ここで注目

すべきは両者の機能に共通点と相違点が見出せる

点である。まず、その共通点としては、�出機経

営のほかに、織布販売を行っていたこと、�問屋

制経営にみられる固有の原料着服や品質低下など

の生産管理問題において、「布線荘」が「領機制」

やそれと密接にリンクする保証人制度、商品検査

制度を導入したのに対して、「布荘」が主に厳格な

賃織契約とそれにリンクする商品検査を実施した

こと、が指摘できよう。一方、その相違点として

指摘できるのは、�経営規模においては、「布荘」

が「布線荘」より圧倒的に零細であったこと、�

機械綿糸の導入においては、「布線荘」が資金力を

有する一部の「布線荘」を中心に天津・青島・上

海等から機械綿糸を直接に購入していたのに対し

て、「布荘」が相当の経営規模と金融力を有する

「線荘」との直接綿糸取引で購入していたこと、の

２点である。

　以上のように、近代中国華北地域土布業の発展

過程には、華中地域のマニュファクチュアを中心

とする生産形態とは異なる、問屋制形態に主に特

徴づけられる「在来的経済発展」とも称される発

展論理が包含されていることが明らかとなったと

思われる。

　ただし、近代中国華北地域と日本で確認される

問屋制形態については、同様に出機経営が問屋制

経営の主体であったことが大きな共通点となって

いるほか、織元による製品検査や罰則を伴う発注

などの生産管理でも一定の共通点が認められる一

方、次のような相違点が存在することも指摘でき

よう４８）。具体的には、�取引慣行については、日

本では、発注地域の近接性と長期的な継続取引を

特徴としており、華北地域では、厳格な賃織契約

と保証人制度を前提とする取引が一般的であった

こと、�販売手法については、日本では、織元が

販売市場と直接的な関わりを持たずに、織物商を

介した販売を行っていたのに対して、華北地域で

は、織元が委託販売制や分店制などによる直接販

売が展開されていたこと、の２点である。

　最後、今後の課題であるが、谷本氏が強調して

きた日本「在来的経済発展」論理を支える構図に

は、問屋制経営にみられる織元―賃織という「縦

の関係」の組織化のほかに、業者団体による「横

の関係」の組織化も含まれており４９）、それを考慮

すると、前者については、本稿での考察を踏まえ、

なおさらに資料調査を進める必要があることはと

もかく、とりわけ、後者の「横の関係」について

は、大きな課題であるように思われる。従来、中

国経済史研究では、商会と同業公会がしばしば研

究の対象として行われてきているものの５０）、問屋

制経営におけるその「横の関係」の組織化活動に

対する分析はなお不十分である５１）。今後の課題と

したい。
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TYO FU
Center for Research on Regional Economic Systems, Graduate school of Social Sciences, 

Hiroshima University

Abstract

　　The researchers in many countries who study Chinese economic history have been arrived at a con-
sensus that modern China has gone through a process of steady industrialization and economic 
development. Some of them are focusing on the relative importance and major role of indigenous indus-
tries in the modern Chinese economy, because the handicraft industries has played a major role in the divi-
sion of labor and cooperation with other industries. Nevertheless, we can see few studies on Chinese 
economic history from a view point of indigenous industries. We think it will be important to approch to 
these problems from such a view point and to investigate into those conditions, factors, and regional 
characteristics.
　In this paper, We examined the traditional weaving industry (tofu) in Hua Bei. The research is mainly 
based on the theory of indigenous development in the studies of Japanese economic hirstory. We could 
find out that the developmenting progress of Tofu in Hua Bei is different from one of Manufacture in Hua 
Zhong. It includes indigenous characteristics in it which are similar to Japanese weaving industry based 
on primarily by the putting out system functioning. 

Key words: indigenous industry, indigenous economic development, putting out system functioning


